
■経産省関連▽12月19日：エネルギー総合ソリュー
ション事業への重点取組みと展開▽12月20日：丸紅
の福島･鹿島沖洋上風力事業の進捗と課題と対策の

　11月15日号13ページ「川重GT･１万台販売達成」
記事中、上段右上13～20行目に誤りがありました。
正しくは「幅広い製品ラインナップを取りそろえて
いる。グリーンガスタービン「M7A」は、今年９
月８･９両日、ロシア･ウラジオストク市で開催され
たAPEC「アジア太平洋経済協力会議」会場のエネ
ルギー施設で採用された。このコージェネシステム
（出力7,000kW合計７基）は世界中のエンジンメー
カーから注目を集めている。」でした。
　また、同21ページ「東北電力の再生エネ活用」記
事中、左上13～14行目「青森県八戸市･仙台市･宮城
県原町」とあるのは「青森県八戸市・仙台市・福島
県南相馬市」でした。お詫びして訂正します。

　内発協では、公益財団法人日本適合性認定協会（略
称：JAB）のJIS�Q� 0065（ISO／IECガイド65）の
基準に適合する「製品認証機関」として、認定を受
けています。先頃、内発協に対して、その認定効力
の継続維持の可否について審査を行うJABの「第８
回定期サーベイランス」が、２回にわたり実施され
ました。初回は平成24年８月31日の事務所審査、２
回目は10月５日の実地審査立会。それらを受け、11
月13日、JABの「製品認定委員会」が開催されまし
た。同委員会では、第８回定期サーベイランスの審
査報告をもとに、審議が行われました。その結果、
内発協の製品認証機関としての認定継続を許可する
ことが承認されましたので、報告します。

▼社名変更（10月1日）新社名＝MTU� Japan株式
会社　小畠亨一代表取締役　〒108－0074　東京都
港区高輪2－15－19☎03－5793－9080
▼住所変更（10月29日）新住所＝〒811－2128　
福岡県糟屋郡宇美町宇美中央2－6－1　タイセイ電
機株式会社　小形鬼代次代表取締役☎092－933－
7531
▼会員代表者変更（11月6日）新代表者名＝スカ
ニアジャパン株式会社　ヨハン　ルンデン代表取締
役社長
▼入会（11月12日）賛助会員▽会社名＝四国建設
機械販売株式会社▽〒791－0054　愛媛県松山市空
港通り6－10－1☎089－972－1481▽代表者名＝永野
正彦代表取締役社長▽創業＝昭和41年（1966）▽資
本金＝1億円▽事業概要＝建設機械・エンジンの販
売・修理
▼入会（11月26日）正会員▽会社名＝やまと興
業株式会社▽〒434－0036　静岡県浜松市浜北区横
須賀1136☎053－586－3111▽代表者名＝小杉昌弘代
表取締役社長▽創業＝昭和19年（1944）▽資本金＝
6,000万円▽事業概要＝自動車用コントロールケー
ブルと金属パイプ部品の製造・樹脂成形（センサー・
スイッチ等）、LEDライトの製造販売
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内発協の認定継続を承認
JABの製品認定委員会
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あり方▽12月25日：東京ガスの日立LNG基地の進捗
と2013年の重点取組み▽１月11日：I�H� I� U大型ガ
ス燃料コンテナ船ドイツ船（主協会（GL）AIP取得）
取組み現況と更なる大型化計画▽１月16日：ユーラ
スエナジーホールディングスの『大規模太陽光発電
事業』▽１月22日：LNG液化設備の「安全、性能設
計の留意点」と次の展開▽１月22日：経済産業省の
「新事業創出支援事業」の具体施策について▽１月
23日：東京電力沖合洋上風力発電所建設過程･開発
技術と今後の展開
■国交省関連▽12月18日：「那覇空港滑走路増設事
業」「福岡空港滑走路増設事業」▽１月31日：日本空港
ビルディングのこれまでのターミナル整備の経過と
今後の課題･展開▽２月26日：佐藤総合計画「エコア
メニティ評価システム」と今後の環境設計の取組み

■内閣府関連▽12月17日：海外天然ガス・LNG関
連事業の最新動向
■外務省関連▽12月17日：シェールガス国際争奪戦
の最前線
■文科省関連▽１月28日：次世代エネルギー利用技
術の開発に向けた文部科学省の支援施策
■厚労省関連▽12月21日：病院建築と設備に関する
「最新の世界的な課題」2013年の趨勢
　問合せ先：JPI（日本計画研究所）☎03－3508－
9070／E-MAIL：info@jpi.co.jp
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